
                                       

平成 １３年 ３月期 中間決算短信（連結）        平成 12年 11月 21日 

上 場 会 社 名            日華化学株式会社 上場取引所(所属部) 名証第２部 

コ ー ド 番 号            ４４６３ 本社所在都道府県   福 井 県 

問 合 せ 先            責任者役職名 執行役員 経営管理本部副本部長 

 氏    名 上野 嘉蔵 ＴＥＬ(０７７６)２４－０２１３(代表) 

決算取締役会開催日            平成12 年11 月20 日 

 

１．12 年９月中間期の連結業績（平成12 年４月１日～平成 12年９月 30 日） 

 （１）連結経営成績                       （注）百万円未満は切り捨てて表示しております。 

 売 上 高      営業利益  経常利益  

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
12 年９月中間期 14,429  （ － ） 1,051 （ － ） 984  （ － ） 

11 年９月中間期 －  （ － ） －  （ － ） －  （ － ） 

12 年３月期  27,669    1,106   219   

 

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 

 百万円 ％  円  銭   円  銭 

12 年９月中間期 405  （ － ） 22 91  －  

11 年９月中間期 －  （ － ） －  －  
12 年３月期  △1,137   △64  25  －  

（注）①持分法投資損益 12 年９月中間期 33 百万円  11年９月中間期 －百万円  12年３月期  33百万円 
     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益  △ 0 百万円 
     ③会計処理の方法の変更   無  
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

（２）連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

        百万円         百万円         ％       円  銭 

12 年９月中間期 29,792  8,188   27.5 462 38 

11 年９月中間期 －  
 

－   － 
 

－ 

 

12 年３月期 30,751   8,735   28.4  493 26  
 

（３）連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による         

キャッシュ･フロー 

投資活動による         

キャッシュ･フロー 

財務活動による         

キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高         

     百万円     百万円     百万円     百万円 

12 年９月中間期 997  △ 678 △ 961 1,904 

11 年９月中間期 －  － 
 

－ 
 

－ 

 

12 年３月期         361     △ 598  709  2,495  

 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数  12 社  持分法適用非連結子会社数   0 社  持分法適用関連会社数  2 社 
 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結 (新規)  0 社 (除外)  0 社    持分法 (新規)  0 社 (除外)  0 社 
 

２．13 年３月期の連結業績予想（平成12 年４月１日～平成 13年３月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

    百万円    百万円       百万円 
通  期 

29,200  1,750  750  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   42 円 35 銭 
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企業集団の状況 
 
日華化学グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（日華化学株式会社）及び子会社12社、関連会社５社によ
り構成されております。事業は界面活性剤等の製造・販売を行っているほか、当社製品の荷扱業務等を営んでおりま

す。 
事業内容と事業の種類別セグメントの事業区分は同一であり、当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付け並び

に事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

区 分 主 要 製 品 主 要 な 会 社 

当社、香港日華化学有限公司、ニッカU.S.A.,INC.、㈱ニッコ

ー化学研究所、台湾日華化学工業股芸有限公司、韓国精密化学

㈱、サイアムテキスタイルケミカルCO.,LTD.、P.T.インドネシ

アニッカケミカルズ、UJTニッカケミカルズCO.,LTD.、杭州日

華化学有限公司、エロキミカ染料化成有限会社、ローディア日

華㈱、広州日華化学有限公司、徳亜樹脂股芸有限公司 

工業用薬剤関連

事業 

 

 

 

 

 

繊維加工用界面活性剤等 

紙パルプ工業用界面活性剤等 

金属工業用界面活性剤等 

その他工業用界面活性剤等 

業務用洗剤等 

 

  会社総数 14社 

業務用化粧品関

連事業 

シャンプー・リンス・ヘアー

カラー 
当社 会社総数 １社 

荷扱業務等 製品荷扱等 ㈱ニッカエンタープライズ  

製紙 壁紙・襖紙等 ㈱サンファイバー  

医薬品 殺菌剤・消毒剤等 山田製薬㈱  

工事請負 設備工事請負 江守エンジニアリング㈱  

そ

の

他

事

業 バイオ関連 植物バイオ 当社 会社総数 ５社 

 

 
※主要会社 

名 称 住 所 資 本 金 事 業 内 容 
子会社の議決権
に 対 す る 
所 有 割 合 

株式会社ニッカエンタープライズ 福 井 県 福 井 市 10,000 
特 定 運 送 業 及 び 荷 扱

業、購買業務 
100％ 

株式会社サンファイバー 福 井 県 武 生 市 20,000 和洋紙製造・販売 100％ 

山田製薬株式会社 東 京 都 墨 田 区 30,000 
医薬品等製造・販

売 
100％ 

 香港日華化学有限公司 
中華人民共和国香港特別行政

区新界屯門 
4,250 界面活性剤販売 100％ 

韓国精密化学株式会社 大韓民国ソウル特別市 2,687,500 
界面活性剤製造・

販売 
90％ 

     

千円

千円

千円

千香港ドル

千ウオン
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名 称 住 所 資 本 金 事 業 内 容 
子会社の議決権
に 対 す る 
所 有 割 合 

ニッカU.S.A.,INC. 
米国サウスカロライナ州
ファウンテンイン市 10,455 

界面活性剤製造・

販売 
88.53％ 

P.T.インドネシアニッカケミカルズ 
イ ン ド ネ シ ア 
ジ ャ カ ル タ 市 5,000 

界面活性剤製造・

販売 
80％ 

杭州日華化学有限公司 
中 華 人 民 共 和 国       

浙江省杭州市 
8,289 
界面活性剤製造・

販売 
70％ 

台湾日華化学工業股芸有限公司 中 華 民 国 台 北 市 140,625 
界面活性剤製造・

販売 
61％ 

UJTニッカケミカルズCO.,LTD. 
中華人民共和国香港特別行政

区新界屯門 
10,000 界面活性剤販売 68.92％ 

広州日華化学有限公司 中華人民共和国広東省広州市 2,260 
界面活性剤製造・

販売 
82.42％ 

エロキミカ染料化成有限会社 
ブラジル連邦共和国サンパウ

ロ市 
1,800 
界面活性剤製造・

販売 
39.24％ 

ローディア日華株式会社 東 京 都 港 区 50,000 界面活性剤販売 40％ 

 サイアムテキスタイルケミカルCO.,LTD. タイ王国バンコク市 80,000 
界面活性剤製造・

販売 
36.64％ 

 

 

 

 

 

 

千米ドル

千米ドル

 

千米ドル

千香港ドル

千レアル

千人民元

千台湾元

千円

千バーツ
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以上の日華化学グループについて図示すると次のとおりであります。 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

関連会社 
(※は持分法適用会社) 

主要株主 非連結子会社 

連結子会社 

得 意 先

製造 
 
 ・ 
 
販売 

江 守 商 事 株 式 会 社

 販売会社 

長 瀬 産 業 株 式 会 社

ニッカU.S.A.,INC. 

 製造、販売会社 

韓 国 精 密 化 学 株 式 会 社

P.T.インドネシアニッカケミカルズ

海  外 

杭 州 日 華 化 学 有 限 公 司

 製造、販売会社 

サイアムテキスタイルケミカルCO.,LTD.

※製造、販売会社 

台湾日華化学工業股芸有限公司

 製造、販売会社 

エロキミカ染料化成有限会社

 製造、販売会社 

香 港 日 華 化 学 有 限 公 司

 販 売 会 社 

広 州 日 華 化 学 有 限 公 司

 製造、販売会社 

UJTニッカケミカルズCO.,LTD.

 販 売 会 社 

工
業
用
薬
剤
関
連
事
業
（
繊
維
加
工
用
界
面
活
性
剤
等
） 

製 品

製 品

製 品

製 品

製 品

製 品

原 料

製 品

製 品

製 品

請 負

荷扱委託 

製 品

製 品

製 品

製 品

製 品

製 品

製 品

製 品

製 品

製 品

製 品

長瀬産業
株式会社

江守商事
株式会社

製
品

製品 

製品 

株式会社ニッコー化学研究所
(紙パルプ工業用界面活性剤等) 

製造、販売会社  製造、販売会社 

ロ ー デ ィ ア 日 華 株 式 会 社
金属工業用界面活性剤等・ 
その他工業用界面活性剤等 

※販 売 会 社 

株式会社ニッカエンタープライズ
（製 品 荷 扱 等            ） 

 荷 扱 会 社 

株 式 会 社 サ ン フ ァ イ バ ー
（製          紙） 

 製造、販売会社 

山 田 製 薬 株 式 会 社
（殺 菌 剤 ・ 消 毒 剤 等            ） 

 製造、販売会社 

江守エンジニアリング株式会社
（各種設備等の設計、施工            ） 

 工事請負会社 

工
業
用
薬
剤
関
連
事
業 

そ 

の 

他 

事 

業 

国  内 

) (

徳 亜 樹 脂 股 芸 有 限 公 司
 

 製造、販売会社 
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経 営 方 針 
 
（１）会社経営の基本方針 

日華化学グループは、あらゆる産業に関わりを持つ「界面活性剤技術」をコアとした

事業展開を推進しております。繊維加工用薬剤から発展し、この技術の応用により金属

加工、製紙、業務用洗剤、化粧品等の各産業分野に界面活性剤の技術を展開しておりま

す。 

主力である繊維加工用薬剤事業では、国内の繊維加工業界が縮小傾向のなか、昭和４

３年５月に台湾日華化学工業股 芸有限公司を設立して以来、東南アジア、南北アメリカ、

中国など、グローバルな事業展開を進め、繊維産業の海外シフトに対応してまいりまし

た。また、当事業は、今後とも日華化学グループの主力事業として重視し、更なる拡大

をめざしグローバリゼーションを強力に推進してまいります。 

精密化学品事業（金属工業等）、業務用洗剤・ハウスホールド関連事業、化粧品事業、

バイオ事業を展開し、研究開発型企業にふさわしく各分野にて急速に進む技術革新に対

応すべく、研究開発活動の強化をすすめ、新製品、新技術の開発を推進してまいります。  

日華化学グループは、好収益・好循環型グループを目指し、経営資源の効率的な運用

と収益性の確保に努め、「真に顧客から信頼され愛されるグループ」また、「顧客からの

評価・支持を得られるグループ」として展開し、株主の皆様をはじめ、地域社会全体と

調和のとれた事業展開を行っていくことを経営の基本としております。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、業績に見合った安定的配当を基本方針とし、財務体質の強

化を図るとともに、今 後の事業展開および効率的投資等に活用し、内部留保にも意を用

いながら長期的な企業価値の向上に努めてまいります。 

  

（３）対処すべき課題と中長期的な会社の経営戦略 

主力の繊維加工用薬剤事業は、国内市場が縮小し中国をはじめとしたアジア各国へ生

産移転が進んでおります。日華化学グループはアジアを中心に築いてきましたグローバ

ルネットワークをさらに充実させて成長市場での競争優位を確固たるものにしてまい

ります。一方、国際的な価格競争がいっそう激化しております。こうした厳しい環境に

対応すべく、高付加価値の製品を「お客様」に 提供するため、顧客ニーズにより近い研

究開発活動を強力に推しすすめるとともに、グローバルレベルで生産、販売体制の充実

を図り、ＩＴを活用したシステム改革を推進してまいります。中国への事業展開としま

しては現在の進出規模の拡大など、アジアにおける NO．1 を確固たるものとしてまい

ります。 

精密化学品事業（金属工業等）につきましては、一層の合理化とコスト競争力の強化

に努め、技術開発と生産工程の改善を行い、当社のコア事業として強力に展開してまい

ります。 

業務用洗剤・ハウスホールド関連事業、化粧品事業につきましては、これ までに培っ

た確かな界面活性剤技術を核に、研究開発型企業の本領を発揮して業界の技術革新をリ

ードする企業を目指してまいります。 

バイオ事業につきましては、トマトの育苗を中心に、関連事業者と積極的に事業提携

をはかり、画期的な新製品の開発を通じて事業の拡大を図ってまいります。 

また、グループ経営を充実させていくとともに、顧客重視経営の展開や環境活動の推

進を通じて、国際化に対応できるコスト競争力の強化、日華化学グループ全体の企業効

率化を推進し、好収益・好循環型経営を推進してまいります。
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経 営 成 績 
 

（１）当中間期の概要 

当中間期（平成１２年４月１日～平成１２年９月３０日）における経営成績は、売上高

１４４億２千９百万円、営業利益１０億５千１百万円、経常利益９億８千４百万円、中間

純利益４億５百万円となりました。 

日本国内はＩＴ分野で活況がみられるものの全般的には景気足踏み状態で推移しました。

一方海外では、米国は好調を持続、アジア各国は著しい成長を見せました。このような環

境の中で、顧客中心の新製品開発と積極的な海外展開を主軸にグループ経営を展開したこ

とが成果をあげ、上述の業績にいたっております。 

なお当中間期は中間連結財務諸表作成の初年度となるため、前年同期との対比を行って

おりません。 

 

事業の種類別セグメントの営業概要は下記のとおりであります。 

 

「工業用薬剤関連事業」 

＜繊維加工用界面活性剤等＞ 

８２億２百万円（総売上比 56.8％）の売上高を達成しました。 

日本国内市場は、衣料加工が中国をはじめとしたアジア各国へシフトし縮小傾向であり

ます。これに伴う価格競争が激化しておりますが、顧客満足度アップに重点指向し、シェ

アの拡大に努めております。また、カーシートや産業資材など衣料以外の繊維加工分野で

積極的に新製品開発を進めております。 

海外市場では、中国をはじめとしたアジア各国で衣料加工の好調に支えられました。ま

た、衣料関係の産業は中南米にシフトしているものの、米国におけるカーペットやカーシ

ートなどの産業資材としての繊維加工用界面活性剤等が売上を伸ばしました。 

 

＜紙パルプ工業用界面活性剤等＞ 

１０億２千２百万円（総売上比 7.1％）の売上を達成しました。 

情報紙関連はＩＴ革命の追い風を受け伸張しております。 

 

＜金属工業・その他工業用界面活性剤等＞ 

８億５千８百万円（総売上比 6.0％）の売上を達成しました。 

日本国内の自動車生産が回復を見せるなか、自動車用部品の加工工程で使われる薬剤の

新製品投入により新規顧客の開拓に貢献しました。海外市場は韓国をはじめ中国、タイに

事業展開しております。 

 

＜業務用洗剤等＞ 

１３億７千５百万円（総売上比 9.5％）の売上を達成しました。 

日本国内のクリーニング市場が低迷する中、新製品の投入を積極的に進めた結果、売上

は微増となりました。 

 

「業務用化粧品関連事業」 

１９億３千５百万円（総売上比 13.4％）の売上を達成しました。 

平成１２年２月に新発売しましたヘアカラーの新シリーズ「ミレアム」が大幅に予想を

上回る結果となりました。海外市場におきましては、韓国に進出し現地生産を開始しまし

た。 
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「その他の事業」 

売上高１０億３千３百万円（総売上比 7.2％）。 

 

（２）キャッシュフローの状況 

当中間期における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活

動によるキャッシュフローは９億９千７百万円のキャッシュの増加になったものの、有形

固定資産の取得及び長短借入金の返済により、前期末に比べ５億９千１百万円減少し、当

中間期末は、１９億４百万円となりました。 

有利子負債の減少にむけて経営効率の向上と財務改善を進めております。 

 

（３）通期の見通し 

日本国内の景況は依然として低迷が予想されております。また、グローバルレベルでの

大競争はますます厳しく、業界再編等の活発な構造改革が進展すると予想されます。 

かかる経営環境の中、日華化学グループは下記の通期目標の達成に向けてこれまでの技

術蓄積をコアに２１世紀型好収益・好循環型経営を推進してまいります。 

 
 
売上高 
営業利益 

経常利益 
当期純利益 

平成13年３月期予想 
２９，２００百万円 
２，０００百万円 

１，７５０百万円 
７５０百万円 

平成12 年３月期実績 
２７，６６９百万円 
１，１０６百万円 

２１９百万円 
△１，１３７百万円 

増加率 
５．５％ 
８０．８％ 

６９９．１％ 
－ 
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中間連結財務諸表 
中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

                                        （ 単位：百万円未満切り捨て ） 

当中間期 

（平成12 年９月 30日現在） 

前  期 

（平成 12年３月 31 日現在） 
         期別 

 
 科目              金 額 構成比 金 額 構成比 

資産の部  ％  ％ 

流動資産 １４，６１５ ４９．１ １４，１７５ ４６．１ 

現 金 及 び 預 金          ２，２７５  ２，６１７  

受取手形及び売掛金          ７，８８０  ７，１３６  

有 価 証 券          ３  ４５  

た な 卸 資 産          ４，０５７  ３，９３８  

繰 延 税 金 資 産          １５６  ９３  

その他の流動資産          ３１９  ４１９  

貸 倒 引 当 金          △     ７７  △     ７６  

固定資産 １５，１４７ ５０．８ １５，２９２ ４９．７ 

 有形固定資産  １２，１０５ ４０．６ １１，９３０ ３８．８ 

建物及び構築物          ４，６２６  ４，６９７  

機械装置及び運搬具          １，９４２  １，８１８  

工具・器具・備品          ４４８  ４５０  

土 地          ５，０５６  ４，６５９  

建 設 仮 勘 定           ３２  ３０５  

 無形固定資産  １５９ ０．５ １７５ ０．６ 

連 結 調 整 勘 定          ２９  ４１  

その他の無形固定資産          １２９  １３４  

 投資その他の資産 ２，８８２   ９．７ ３，１８６ １０．３ 

投 資 有 価 証 券          ８３５  ７４４  

出 資 金          １３  １０  

長 期 貸 付 金          ０  ０  

建 物 賃借保証金          ８９  ８１  

繰 延 税 金 資 産          １，５９３  １，８５０  

 そ の 他 の 投 資           

 そ の 他 の 資 産           
４６４  ５２７  

貸 倒 引 当 金          △    １１５  △     ２７  

繰延資産 ２８ ０．１ ４７ ０．２ 

社 債 発 行 費           ６  １８  

社 債 発 行 差 金          ２２  ２８  

その他の繰延資産          ０  ０  

     

為 替 換 算 調 整 勘 定          － － １，２３５ ４．０ 

資 産 合 計 ２９，７９２ １００．０ ３０，７５１ １００．０ 
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（ 単位：百万円未満切り捨て ） 

当中間期 
（平成 12 年９月 30日現在） 

前  期 
（平成 12年３月 31 日現在） 

         期別 
 
 科目              

金 額 構成比 金 額 構成比 

負債の部  ％  ％ 

 流動負債 １２，９３５ ４３．４ １３，０７７ ４２．５ 

支払手形及び買掛金          ４，０５５  ３，４９１  

短 期 借 入 金          ７，０７７  ７，７２６  

未 払 金          ４１３  ５９２  

未 払 法 人 税 等          １０３  ８４  

未 払 消 費 税 等          ８９  ８６  

預 り 金           ９６  １１２  

賞 与 引 当 金          ５８７  ５７２  

設備関係支払手形          ２２２  １１７  

その他の流動負債          ２８８  ２９２  

 固定負債 ７，８７７ ２６．４ ７，９８９ ２６．０ 

社 債          ２，０００  ２，０００  

長 期 借 入 金          ３，３９５  ３，５５１  

退 職給与引当金          －  ２，０８０  

退職給付引当金          ２，１０８  －  

長 期 預 り 金          ３７３  ３５５  

長期リース未払金          －  ２  

その他固定負債          ０  ０  

負 債 合 計 ２０，８１３ ６９．８ ２１，０６６ ６８．５ 

少数株主持分    ７９０  ２．７    ９４８  ３．１ 

資本の部     

資 本 金          ２，８９８ ９．７ ２，８９８ ９．４ 

資 本 準 備 金          ３，０３９ １０．２ ３，０３９ ９．９ 

連 結 剰 余 金          ３，２０３ １０．８ ２，７９７ ９．１ 

その他有価証券評価差額金 ３ ０．０ － － 

為替換算調整勘定          △    ９５６ △ ３．２ － － 

自 己 株 式          △      ０ △ ０．０ △      ０ △ ０．０ 

資 本 合 計 ８，１８８ ２７．５ ８，７３５ ２８．４ 

負債・少数株主持分 
及 び 資 本 合 計          

２９，７９２ １００．０ ３０，７５１ １００．０ 
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中 間 連 結 損 益 計 算 書 
                                        （ 単位：百万円未満切り捨て ） 

当中間期 





自平成12年４月１日

至平成12年９月30日
  

前  期 





自平成11年４月１日

至平成12年３月31日
  

       期別 

  
 科目 

金 額 百分比 金 額 百分比 

  %  % 

 売 上 高         １４，４２９ １００．０ ２７，６６９ １００．０ 

 売 上 原 価          ９，４６９ ６５．６ １９，１８３ ６９．３ 

売 上 総 利 益         ４，９５９ ３４．４ ８，４８５ ３０．７ 

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費           ３，９０８ ２７．１ ７，３７９ ２６．７ 

営 業 利 益         １，０５１ ７．３ １，１０６ ４．０ 

 営業外収益 １６９ １．１ ２６５ １．０ 

  受取利息及び配当金           ３７  １０３  

  為 替 差 益          ４６  －  

  持分法による投資利益          ３３  ３３  

  雑 収 入          ５２  １２７  

 営業外費用 ２３７ １．６ １，１５２ ４．２ 

  支 払 利 息          １７０  ４７９  

  有 価 証券評価損          ―  ０  

  為 替 差 損          ―  ５８３  

  雑 損 失          ６６  ８９  

経 常 利 益         ９８４ ６．８ ２１９ ０．８ 

 特別利益  ０ ０．０ １８ ０．１ 
  固 定 資産売却益          ０  ５  

  投資有価証券売却益 ０  ―  

  貸倒引当金戻入益          ―  １  

  その他の特別利益          ―  １２  

 特別損失 １９１ １．３ ２，７５９ １０．０ 

  固 定 資産除却損          ４  ７  

  固 定 資産売却損          １  ―  

  投資有価証券評価損 ７  ２７  

  役 員 退職慰労金          ３１  ９４  

  貸倒引当金繰入額          ７５  ―  

  退職給与引当金繰入額 ―  ９９４  

  退職給付引当金繰入額 ５５  ―  

  事 業 撤 退 損 失          ―  １，６３０  

  その他の特別損失          １５  ４  

税金等調整前中間純利益 

税金等調整前当期純損失 

７９３ 

― 

５．５ 

― 

― 

２，５２１ 

― 

△９．１ 
  法人税、住民税及び事業税 １１３ ０．８ １２４ ０．４ 

  法 人 税等調整額          １８８ １．３ △１，６３２ △ ５．９ 

  少 数 株 主 利 益          ８５ ０．６ １２４ ０．５ 

中 間 純 利 益          ４０５ ２．８ ― ― 

当 期 純 損 失          ― ― １，１３７ △ ４．１ 
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中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 
 

                                      （ 単位：百万円未満切り捨て ） 

当中間期 





自平成12年４月１日

至平成12年９月30日
  

前  期 





自平成11年４月１日

至平成12年３月31日
  

             期 別 

  
 

 科 目 金  額 金  額 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高              ２，７９７  ３，７４５  

 過 年 度 税 効 果 調 整 額                ― ２，７９７ ３２０ ４，０６５ 

連 結 剰 余 金 減 少 高                   

 配 当 金                ―  ８８  

 役 員 賞 与 金                ―  １５  

 連結子会社増加に伴う剰余金減少高                ―   ― ２７ １３０ 

中 間 純 利 益                 ４０５    ― 

当 期 純 損 失                   ―  １，１３７ 

連結剰余金中間期末（期末）残高                 ３，２０３  ２，７９７ 
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中間連結キャッシュフロー計算書 
（ 単位：百万円未満切り捨て ） 

項    目 

当中間期 





自平成12年４月１日

至平成12年９月30日
  

前  期 





自平成11年４月１日

至平成12年３月31日
  

Ⅰ営業活動によるキャッシュフロー     
   税金等調整前中間（当期）純利益  ７９３  △  ２，５２１  
   減 価 償 却 費  ４３７  １，０８７  
 繰 延 資 産 償 却 費  １９  １６  
   連 結 調 整 勘 定 償 却 額  １１  ３５  

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  ７  ２７  
 退 職 給 与 引 当 金 の 増 加 額  －  １，０６４  

 退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額  １９  －  
 賞 与 引 当 金 の 増 加 額  １０  ２８  
 貸 倒 引 当 金 の 増 加 額  ８５  ３０  

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金  △     ３７  △    １０３  
 支 払 利 息  １７０  ４７９  

 持 分 法 に よ る 投 資 利 益  △     ３３  △     ３３  
 事 業 撤 退 損 失  －  １，４７３  

 有 形 固 定 資 産 除 却 損  ５  ７  
 売 上 債 権 の 増 加 額  △    ７１９  △    ３６９  
 た な 卸 資 産 の 増 加 額  △    １１０  △    ２２８  
 仕 入 債 務 の 減 少 額  －  △     ４５  
 仕 入 債 務 の 増 加 額  ５９７  －  
 未 払 消 費 税 等 の 増 加 額  ４  ４  

 役 員 賞 与 の 支 払 額  －  △     １５  
 少数株主に負担させた役員賞与の支払額  －  △      ９  

 そ の 他  ３６  ２７８  
 小  計 １，２９８  １，２０７  

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  ２６  １０２  
 利 息 の 支 払 額  △    １７６  △    ４７１  
 法 人 税 等 の 支 払 額  △     ８６  △    ４６６  
 そ の 他  △     ６４  △     １０  

  営業活動によるキャッシュフロー ９９７  ３６１  
Ⅱ投資活動によるキャッシュフロー      
 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出  △    ６３１  －  
 定 期 預 金 の 払 出 に よ る 収 入  ３８１  １６４  
 有 形固定資産の取得による支出  △    ４５０  △    ６９４  
 有 形固定資産の売却による収入  ２０  １０９  

 投 資有価証券の取得による支出  △     ２１  △    １１０  
 投 資有価証券の売却による収入  ２  ３  

 そ の 他  １９  △     ７０  
  投資活動によるキャッシュフロー △    ６７８  △    ５９８  

Ⅲ財務活動によるキャッシュフロー     
 短 期 借 入 に よ る 収 入  ９，３６４  ２９，２６５  

 短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出  △ １０，１２６  △ ２９，４８８  
 フ ァ イ ナ ン ス リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出  △      ６  △  １，２４６  

 長 期 借 入 に よ る 収 入  ９３３  ４，２２３  
 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出  △  １，０７７  △  ２，９４３  

 社 債 の 発 行 に よ る 収 入  －  １，９４７  
 社 債 の 償 還 に よ る 支 出  －  △    ９２１  
 配 当 金 の 支 払 額  －  △     ８８  
 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額  △     ４８  △     ３７  
 そ の 他  △      ０  ０  

  財務活動によるキャッシュフロー △    ９６１  ７０９  

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額  ５０  △    ３９５  
Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 △    ５９１  ７７  

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 ２，４９５  ２，３７６  
Ⅶ 新 規 連 結 に よ る 増 加 額 －  ４１  

Ⅷ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高 １，９０４  ２，４９５  
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中間連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数   １２社 （株式会社ニッカエンタープライズ､株式会社サンファイバー､山田製薬株式

会社､ニッカ U.S.A.,INC.､台湾日華化学工業股芸有限公司､P.T.インドネシ

アニッカケミカルズ､韓国精密化学株式会社､香港日華化学有限公司､UJTニ

ッカケミカルズ CO.,LTD.､広州日華化学有限公司、杭州日華化学有限公司、

エロキミカ染料化成有限会社） 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 関連会社５社（株式会社ニッコー化学研究所､江守エンジニアリング株式会社､ローディア日華株式

会社､サイアムテキスタイルケミカル CO.,LTD.､徳亜樹脂股芸有限公司）のうち、ローディア日華株

式会社､サイアムテキスタイルケミカル CO.,LTD.の２社に対する投資については持分法を適用して

おります。 

 なお、持分法を適用していない関連会社３社の中間純損益及び剰余金は重要性が乏しく、中間連結

純利益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であるため、かつ全体としても重要な影響を及ぼしていな

いため、これらの会社に対する投資については原価法により評価しております。 

(2) 持分法適用会社との間に生じた投資差額は、発生年度を基準に以後５年間で均等償却しております。 

(3) 持分法適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、各社の中間会計期

間に係る財務諸表を使用しております。 
 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

  連結子会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる子会社は次のとおりであります。 

  連結子会社名 決算日 

ニッカ Ｕ.Ｓ.Ａ.,ＩＮＣ. ６月 30 日 

台湾日華化学工業股芸有限公司 ６月 30 日 

P.T.インドネシアニッカケミカルズ ６月 30 日 

韓国精密化学株式会社 ６月 30 日 

香港日華化学有限公司 ６月 30 日 

UJT ニッカケミカルズ CO.,LTD. ６月 30 日 

広州日華化学有限公司 ６月 30 日 

杭州日華化学有限公司 ６月 30 日 

エロキミカ染料化成有限会社 ６月 30 日 

 これらの連結子会社は、当該子会社の中間決算財務諸表を使用しておりますが、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。 

   

４．会計処理基準に関する事項 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法  

① 有価証券 

満期保有目的債券･････････償却原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの･･･････中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は主として移動平均法により算定） 

  時価のないもの･･･････移動平均法による原価法 

  ② たな卸資産 

製品・仕掛品・原材料･････総平均法による原価法 

貯蔵品･･･････････････････最終仕入原価法 
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③ デリバティブ･････････････時価法 

ただし、金利スワップについては、特例処理を行っております。 

 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

当社及び国内連結子会社の建物（建物附属設備を除く。）の減価償却の方法は、法人税法に規定する

定額法、建物以外の有形固定資産については定率法を採用しております。在外子会社については主と

して定額法を採用しております。  

 

 (3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金･･･････････････ 当社は、債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。 

 連結子会社は、主として税法の規定による繰入限度額（法定繰入率）

を計上しております。 

② 退職給付引当金･･････････････ 当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び適格退職年金制度に係る年金資産残高の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計

上しております。  
 国内の連結子会社３社は、従業員の退職給付に備えるため、当中間連

結会計期末における自己都合による要支給額に年金財政計算上の責任

準備金を加算した額から適格退職年金資産残高の見込額を控除した額

を計上しております。 

 一部の連結子会社は、確定拠出型年金制度を採用しているため当引当

金の計上はありません。 

 なお、会計基準変更時差異（55百万円）については、当中間連結会計

期間において全額を一括して費用処理しております。 

 ③ 賞与引当金･･････････････ 当社及び連結子会社４社は、従業員賞与の支払に備えるため、支給見

込額基準により計上しております。 

  

 (4)繰延資産の処理方法 

 社債発行費は３年間で均等償却を行っており、社債発行差金は償還期限までの期間により均等償却を

行っております。 

  

 (5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算しております。 

  

 (6)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 ただし、連結子会社のＰ.Ｔ.インドネシアニッカケミカルズにおいては主として通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

  

 (7)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 
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５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

  

 

追 加 情  報  

 
１．退職給付会計の適用 

当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成 10 年６月 16 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退

職給付費用が 66百万円増加し、経常利益は 9百万円減少し、税金等調整前中間純利益は65 百万円減少し

ております。 

また、退職給与引当金及び適格退職年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は退職給付引当金として表

示しております。 

 

２．金融商品会計の適用 

当中間期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」 （企業会計

審議会 平成 11 年１月 22 日））を適用し、有価証券の評価方法及び貸倒引当金の計上基準について変更

しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は、17 百万円増加し、税金等調

整前中間純利益は、56 百万円減少しております。 

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討した結果、流動資産の有価証券（株式）3 百万円

を投資その他の資産の「投資有価証券」へ振り替えております。 

 

３．外貨建取引等会計基準の適用 

当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等の会計処理基準の改訂に関する意見

書」（企業会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用しております。この変更により、経常利益及び税

金等調整前中間純利益は 12 百万円増加しております。 

また、前期において、「資産の部」に計上しておりました為替換算調整勘定は、中間連結財務諸表規則の

改正により、「資本の部」並びに「少数株主持分」に含めて表示しております。 
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中間連結貸借対照表の注記 
 

当中間期 
（平成12年９月30日現在） 

前  期 
（平成12年３月31日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

13,954百万円 

 

 
１．有形固定資産の減価償却累計額 

13,557百万円 

 

 

２．受取手形割引高 439百万円  ２．受取手形割引高 320百万円  

３．資産につき設定している担保権の明細 ３．資産につき設定している担保権の明細 

 担保差入資産  担保差入資産 

 投資有価証券 19百万円   有価証券 18百万円  

 建物及び構築物 2,507百万円   建物及び構築物 2,529百万円  

 機械装置及び運搬具 213百万円   機械装置及び運搬具 236百万円  

 工具・器具・備品 28百万円   工具・器具・備品 29百万円  

 土地 2,053百万円   土地 2,002百万円  

  計 4,821百万円     計 4,817百万円  

 上記のうち、工場財団設定分  上記のうち、工場財団設定分 

 建物及び構築物 2,117百万円   建物及び構築物 2,129百万円  

 機械装置及び運搬具 188百万円   機械装置及び運搬具 209百万円  

 工具・器具・備品 27百万円   工具・器具・備品 29百万円  

 土地 238百万円   土地 238百万円  

  計 2,571百万円    計 2,607百万円  

 上記担保資産に対する債務  上記担保資産に対する債務 

 短期借入金 1,133百万円   短期借入金 1,426百万円  

 長期借入金 1,338百万円   長期借入金 1,504百万円  

  計 2,471百万円    計 2,931百万円  

 （うち工場財団分 50百万円）  （うち工場財団分 100百万円）

４．保証債務 

  連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対 

 し、債務保証を行っております。 

４．保証債務 

  連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対 

 し、債務保証を行っております。 

５．中間期末日満期手形    

中間期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しております。なお、当中間期

の末日は金融機関の休日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含まれております。 

 

 受取手形          337百万円 

支払手形          189百万円 

 

 

 

 
 
 

 
 

保 証 金 額
保 証 先

外 貨 額 円換算額

千 百万円
ミカミ商事㈱ －     60

サイアムテキスタイル
ケミカル CO.,LTD. BAHT 31,000 　　79

徳亜樹脂股芸有限公司 NT$ 11,000 　　37

計 － 　 176

保 証 金 額
保 証 先

外 貨 額 円換算額

千 百万円

ミカミ商事㈱ － 　　60

サイアムテキスタイル
ケミカル CO.,LTD. BAHT 31,000 　　86

徳亜樹脂股芸有限公司 NT$ 11,000 　　38

計 － 　 185
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中間連結損益計算書の注記 
 

当中間期 





自平成12年４月１日

至平成12年９月30日
  

前  期 





自平成11年４月１日

至平成12年３月31日
  

１．販売費及び一般管理費に係る注記  １．販売費及び一般管理費に係る注記  

運賃及び荷造費 538百万円  運賃及び荷造費 1,038百万円  

役員報酬及び給料 1,064百万円  役員報酬及び給料 2,333百万円  

賞与引当金繰入額 263百万円  賞与引当金繰入額 263百万円  

退職給付引当金繰入額 66百万円  退職給与引当金繰入額 81百万円  

貸倒引当金繰入額 9百万円  貸倒引当金繰入額 33百万円  

租税公課 113百万円  租税公課 180百万円  

研究開発費 251百万円  研究開発費 386百万円  

減価償却費 99百万円  減価償却費 207百万円  

 なお、研究開発に係わる減価償却費は19百万円で

あり研究開発費に含まれております。 

 なお、研究開発に係わる減価償却費は45百万円であ

り研究開発費に含まれております。 

従来、試験研究に係わる費用は「試験研究費」として

表示しておりましたが「研究開発費及びソフトウェア

の会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第12号 平成11年３月31日）の適

用により「研究開発費」に表示を変更しております。 

 

 
 
 
 
 

 

２．一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費 

                566百万円 

 

 
２．一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費 

           1,225百万円 

 

 

３．固定資産売却益  ３．固定資産売却益  

機械装置及び運搬具 0百万円  機械装置及び運搬具 5百万円  

     工具・器具・備品 0百万円  

     計 5百万円  

４．固定資産除却損  ４．固定資産除却損  

建物及び構築物 0百万円  建物及び構築物 1百万円  

機械装置及び運搬具 2百万円  機械装置及び運搬具 3百万円  

工具・器具・備品 1百万円  工具・器具・備品 2百万円  

投資有価証券 0百万円   計 7百万円  

 計 4百万円     

５．固定資産売却損   ５．事業撤退損失   

機械装置及び運搬具 1百万円  

   

 

 連結子会社ニッカU.S.A.,INC.における特殊化学品

（情報記録紙用薬剤）の製造事業撤退に係るものであ

ります。 

 

 
 

 
 

中間連結キャッシュ・フロー計算書の注記 
 

当中間期 





自平成12年４月１日

至平成12年９月30日
  

前  期 





自平成11年４月１日

至平成12年３月31日
  

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成12年９月30日現在） （平成12年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,275百万円 現金及び預金勘定 2,617百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △ 370百万円 預入期間が３か月を超える定期預金 △  122百万円 

現金及び現金同等物 1,904百万円 現金及び現金同等物 2,495百万円 
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リース取引関係 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

 当中間期 前  期 

取得価額相当額 558 百万円 568 百万円 

減価償却累計額相当額 251 百万円 342 百万円 

中間期末（期末）残高相当額 306 百万円 225 百万円 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

(2)未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

 当中間期 前  期 

１    年    内 101 百万円 83 百万円 

１    年    超 205 百万円 142 百万円 

合    計 306 百万円 225 百万円 

(注)未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の

中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

    (3)支払リース料及び減価償却費相当額 

 当中間期 前  期 

支 払 リ ー ス 料          51 百万円 103 百万円 

減価償却費相当額  51 百万円 103 百万円 

 

  (4)減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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セグメント情報 
 
ａ．事業の種類別セグメント情報 
 

当中間期（自 平成12年４月１日 至 平成12年９月30日）        （ 単位：百万円未満切り捨て ）

  工業用薬剤 
関 連 事 業 

業務用化粧品
関 連 事 業 

その他事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

 売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 11,459 1,935 1,033 14,429 － 14,429 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高  5 3 252 261 (  261) － 

 計 11,464 1,939 1,285 14,690 (  261) 14,429 
 営業費用 10,323 1,412 1,216 12,952   425 13,377 

 営業利益または営業損失(△) 1,141 527 69 1,738 (   686) 1,051 
 

前  期（自 平成11年４月１日 至 平成12年３月31日）        （ 単位：百万円未満切り捨て ）

  工業用薬剤 
関 連 事 業 

業務用化粧品
関 連 事 業 

その他事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益       
 売上高      
(1）外部顧客に対する売上高 22,753 3,028 1,888 27,669 － 27,669 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高  7 － 374 382 (  382) － 

 計 22,761 3,028 2,262 28,052 (  382) 27,669 
 営業費用 21,180 2,182 2,384 25,748 814 26,563 

 営業利益または営業損失(△) 1,580 845 △  122 2,303 ( 1,196) 1,106 
 （注）１．事業区分は、製品の用途別（工業用向、一般消費向）に区分しております。 

        ２．各事業の主な製品 

(1)工業用薬剤関連事業……繊維加工用界面活性剤等、紙パルプ工業用界面活性剤等、金属工業用界面活性
剤等、その他工業用界面活性剤等、業務用洗剤等、その他 

(2)業務用化粧品関連事業……シャンプー、リンス、ヘアカラー 

(3)その他事業……殺菌剤、消毒剤等、荷扱業務等、従業員向購買業務、壁紙、襖紙等、植物バイオ 
３．当中間期及び前期における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 708
百万円及び1,202 百万円であり、その主なものは親会社本社管理部門に係る費用であります。 
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ｂ．所在地別セグメント情報 
 

当中間期（自 平成12年４月１日 至 平成12年９月30日）        （ 単位：百万円未満切り捨て ）

  日 本 東南アジア 北 米 中 南 米 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

 売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 10,429 2,818   841 339 14,429 － 14,429 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高    873 184 155 － 1,214 ( 1,214) － 

 計 11,302 3,003   997 339 15,643 ( 1,214) 14,429 

 営業費用 10,032 2,535   974 308 13,850 (  473) 13,377 

 営業利益または営業損失(△) 1,269 467 22 31 1,792 (   740) 1,051 
 

前  期（自 平成11年４月１日 至 平成12年３月31日）        （ 単位：百万円未満切り捨て ）

  日 本 東南アジア 北 米 中 南 米 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

 売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 19,716 5,639 1,800 513 27,669 － 27,669 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高  1,654 82 206 － 1,943 ( 1,943) － 

 計 21,370 5,722 2,007 513 29,613 ( 1,943) 27,669 

 営業費用 19,355 4,977 2,500 484 27,318 (  755) 26,563 

 営業利益または営業損失(△) 2,015 744 △  493 28 2,295 ( 1,188) 1,106 
  (注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 
(1)東南アジア…インドネシア、香港、台湾、タイ、韓国、中国、マレーシア、シンガポール、 
                ベトナム、フィリピン 

(2)北   米…米国 
(3)中 南 米…ブラジル 

３．当中間期及び前期における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は708
百万円及び1,202 百万円であり、その主なものは親会社本社管理部門に係る費用であります。 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 



日華化学株式会社 

                       － 連    － 20

ｃ．海外売上高 
 

    （ 単位：百万円未満切り捨て ）

   東南アジア      北 米 中南米    そ の 他 の 地 域 計 

Ⅰ 海外売上高 3,472   919 375 206 4,974 

Ⅱ 連結売上高 － － － － 14,429 当中間期 
平成12年４月１日～ 
 平成12年９月30日 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 24.1％ 6.4％ 2.6％ 1.4％ 34.5％ 

        

 
    （ 単位：百万円未満切り捨て ）

   東南アジア      北 米 中南米    そ の 他 の 地 域 計 

Ⅰ 海外売上高 7,147 1,835 557 316 9,857 

Ⅱ 連結売上高 － － － － 27,669 前  期 
平成11年４月１日～ 
 平成12年３月31日 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合 25.8％ 6.6％ 2.0％ 1.1％ 35.6％ 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 
２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 
(1)東南アジア…インドネシア、香港、台湾、タイ、韓国、中国、マレーシア、シンガポール、 
               ベトナム、フィリピン 

(2)北米   …米国  

(3)中南米  …ブラジル  
３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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生産、受注及び販売の状況 
(１)生産実績 

当中間期の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
 ( 単位：百万円未満切り捨て ) 

 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間期 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 前年同期比 

工業用薬剤関連事業      １２，５６４ － 

業務用化粧品関連事業       １，７１７ － 
その他事業       １，１５３ － 

合計      １５，４３５ － 
（注）１．金額は販売価格によっております。 

   ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 なお、当中間期は「生産、受注及び販売の状況」を連結ベースで作成する初年度であるため、生産実績につい
ては、前年同期との比較は行っておりません。 

 
(２)商品仕入実績 
 当中間期の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

( 単位：百万円未満切り捨て ) 

 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間期 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 前年同期比 

工業用薬剤関連事業       ２，３７１ － 

業務用化粧品関連事業          ８５ － 
その他事業          ３６ － 

合計       ２，４９２ － 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 なお、当中間期は「生産、受注及び販売の状況」を連結ベースで作成する初年度であるため、商品仕入実績につ
いては、前年同期との比較は行っておりません。 

 
(３)受注実績 

日華化学グループは、販売計画、生産状況を基礎として生産計画を立案し、これによって生産をしているので受
注生産は行っておりません。 

 
(４)販売実績 
当中間期の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

( 単位：百万円未満切り捨て ) 

 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間期 

自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 前年同期比 

工業用薬剤関連事業      １１，４５９ － 
業務用化粧品関連事業       １，９３５ － 

その他事業       １，０３３ － 

合計      １４，４２９ － 

（注）本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 なお、当中間期は「生産、受注及び販売の状況」を連結ベースで作成する初年度であるため、販売実績について

は、前年同期との比較は行っておりません。 
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有価証券の時価等関係 
 
当中間期（平成 12年９月 30 日現在） 
 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの                  （ 単位：百万円未満切り捨て ） 

当中間期（平成12 年９月 30日現在） 

 中間連結貸借対照表 
計   上   額 

時価 差額 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 １００ ７７ △２２ 

(3）その他 － － － 

合計 １００ ７７ △２２ 

 

 
２．その他有価証券で時価のあるもの                    （ 単位：百万円未満切り捨て ） 

当中間期（平成12 年９月 30日現在） 

 
取得原価 中間連結貸借対照表 

計   上   額 
差額 

(1）株式 ２５９ ２７９ １９ 

(2）債券  

   国債・地方債等 － － － 

   社債 － － － 

   その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 ２５９ ２７９ １９ 

 
 
３．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１．を除く）        （ 単位：百万円未満切り捨て ） 

当中間期（平成 12年９月 30日現在） 
 

中間連結貸借対照表計上額 

(1）満期保有目的の債券   

   債券 ３ 

(2）その他の有価証券   

   非上場株式（店頭売買株式を除く） ４５６ 

合計 ４６０
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前  期（平成 12年３月 31 日現在） 
 

有 価 証 券 の 時 価 等                                    （ 単位：百万円未満切り捨て ） 

前  期（平成12 年３月 31日現在） 
種 類 

連結貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益 

(1）流動資産に属するもの       

株式 ４  ４  ０  

債券 －  －  －  

その他 －  －  －  

小計 ４  ４  ０  

(2）固定資産に属するもの       

株式 ２５１  ２５１  △   ０  

債券 １００  ９４  △   ５  

その他 －  －  －  

小計 ３５１  ３４５  △   ６  

合計 ３５６  ３４９  △   ６  

  
 （注） 

前  期 

１．時価の算定方法 

(１)上場有価証券 主に東京証券取引所の最終価格によっております。 

 (２)非上場債券 

 

発行体の信用度、残存償還期間、利回り等に基づいて算定した価格によっております。

２．上記の他、自己株式の評価損益は、次のとおりであります。 

 資本の部の控除項目 ０百万円 

３．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額  

 (１)流動資産に属するもの ４１百万円 

 (２)固定資産に属するもの  

  店頭売買株式を除く非上場株式 ３８８百万円 

    割引金融債 ３百万円 
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デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 
 
当中間期（平成 12年９月 30 日現在） 
 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益      ( 単位：百万円未満切り捨て )

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時価 評価損益 

金    利 スワップ取引 １７５ △０ △０ 

 
 

 
前  期（平成 12年３月 31 日現在） 
 

(1)金利関連                                （ 単位：百万円未満切り捨て ）

前  期（平成12年３月31日現在） 

 区 分 種 類 
契 約 額 等 うち１年超 時 価 評 価 損 益 

金利スワップ取引       

支払固定・受取変動   ２２５       １２５  △  １ △  １ 

その他       

金利フロアー取引       

市場取引以
外 の 取 引 

売建 １５０
（ ０
 
） 
       ５０
（ ０
 
） △  １ △  ０ 

合計 ３７５      １７５  △  ２ △  １ 

 （注）１．時価の算定方法…取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 
２．金利フロアー取引については、契約額の下にフロアー料を（ ）書きで記載しております。 

 
 
 
 
 


